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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

 

回次
第105期

第１四半期
連結累計期間

第106期
第１四半期
連結累計期間

第105期

会計期間
自 2023年１月１日
至 2023年３月31日

自 2024年１月１日
至 2024年３月31日

自 2023年１月１日
至 2023年12月31日

売上収益 百万円 1,043,541 1,064,115 4,313,800

税引前四半期(当期)利益 百万円 126,730 120,177 444,154

親会社の所有者に帰属する四半期

(当期)利益
百万円 90,499 86,602 331,305

親会社の所有者に帰属する四半期

(当期)包括利益
百万円 120,954 249,838 516,150

親会社の所有者に帰属する持分 百万円 3,025,579 3,535,524 3,353,592

総資産額 百万円 4,994,945 5,591,424 5,427,813

基本的１株当たり四半期(当期)

利益
円 132.24 126.49 483.99

希薄化後１株当たり四半期(当期)

利益
円 132.07 126.35 483.41

親会社所有者帰属持分比率 ％ 60.6 63.2 61.8

営業活動によるキャッシュ・フロー 百万円 119,829 128,588 661,433

投資活動によるキャッシュ・フロー 百万円 △80,149 △97,658 △297,719

財務活動によるキャッシュ・フロー 百万円 △43,063 △114,398 △183,657

現金及び現金同等物の四半期末

(期末)残高
百万円 517,011 662,070 724,601

　(注) １　当社は要約四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移につきまして

は、記載しておりません。

２　上記指標は、国際会計基準(以下、「ＩＦＲＳ」という。)により作成された要約四半期連結財務諸表及び連

結財務諸表に基づいております。
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２【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループが営む事業の内容について、重要な変更はありません。また、

主要な関係会社に異動はありません。

なお、当第１四半期連結会計期間より報告セグメントの区分を変更しております。詳細は、「第４　経理の状況

１　要約四半期連結財務諸表　要約四半期連結財務諸表注記　６.事業セグメント」に記載のとおりであります。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。また、前期の有価証券報告書

に記載した事業等のリスクについて、重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　当第１四半期連結会計期間より、当社グループではグローバル経営体制の更なる強化の一環として、インド事業の

セグメント区分を変更しております。これにより、「中国・アジア・大洋州」セグメントを「アジア・大洋州・イン

ド・中国」セグメントへ、「欧州・ロシア・中近東・インド・アフリカ」セグメントを「欧州・中近東・アフリカ」

セグメントへ変更いたします。これにより、前第１四半期連結累計期間の数値についても新たなセグメント区分に組

み替えたうえで表示しております。なお、ロシア事業は2023年12月に譲渡が完了しております。

　また、当社グループは防振ゴム事業、化成品ソリューション事業を非継続事業に分類しており、前第１四半期連結

累計期間及び当第１四半期連結累計期間の金額から非継続事業を控除しております。

　詳細は、「第４　経理の状況　１　要約四半期連結財務諸表　要約四半期連結財務諸表注記　６．事業セグメン

ト」に記載のとおりであります。

　文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において、判断したものであります。

 

(１) 業績の状況

 

① 業績全般

 
当第１四半期
連結累計期間

前第１四半期
連結累計期間

増減

金額 比率

 億円 億円 億円 ％

売上収益 １０,６４１ １０,４３５ ＋２０６ ＋２

調整後営業利益 １,２０２ １,１６８ ＋３４ ＋３

営業利益 １,１７８ １,２７５ △９７ △８

税引前四半期利益 １,２０２ １,２６７ △６６ △５

親会社の所有者に帰属する四半期利益 ８６６ ９０５ △３９ △４

 

　当第１四半期連結累計期間(2024年１月１日から2024年３月31日)の需要環境は、新車用では半導体不足等は解消も、一

部地域を除き自動車各社の車両生産台数減となり、タイヤ需要も前年比軟化しました。市販用乗用車用及び小型トラック

用タイヤ需要は、北米・欧州では前年並みに推移しました。市販用トラック・バス用タイヤ需要は、北米・欧州では市販

用乗用車用及び小型トラック用タイヤ需要と比較して需要回復が遅れており依然として前年を下回るレベルで推移しまし

た。日本では春の履き替え需要遅れ及び前年の値上げ前の仮需の影響が大きく、市販用乗用車用及び小型トラック用タイ

ヤ並びにトラック・バス用タイヤ需要共に前年比大幅減となりました。また、高インチタイヤ(18インチ以上)は、北米・

欧州中心に市販用で前年比着実な需要伸張が継続しました。

　当社グループは上記需要環境の中、売上収益については、北米・欧州を中心としたトラック・バス用タイヤの需要減少

及び日本における春の履き替え需要遅れ等を背景とした販売数量減少や南米ビジネス悪化あるも、市販用において乗用車

用プレミアムタイヤ(18インチ以上高インチタイヤ、各地域において高収益なプレミアムタイヤブランドなど)の拡販によ

る販売MIX改善を進めると共に、超大型鉱山用タイヤにおいて前年並みの販売を確保し、為替の追い風もあり前年比で増

収となりました。

　調整後営業利益については、断トツ商品を軸にプレミアム領域へのフォーカスを一層強化し、赤字・不採算領域の削

減・中止を加速させ、販売MIXの改善を継続。販売本数減影響による加工費悪化、固定費負担増あるも、中期事業計画

(2024-2026)にて推進するグローバル調達、グローバルＳＣＭ物流改革、ＢＣＭＡ(Bridgestone Commonality Modularity

Architecture)、グリーン＆スマート化、現物現場での地道な生産性改善などのビジネスコストダウンが、徐々に業績に

反映され増益に寄与。南米ビジネス(特にアルゼンチン)においては、２月計画策定時の想定シナリオ内ワーストケースで

減益影響が表面化し、全社業績へのネガティブ影響が拡大しました。一方で、原材料/売値・MIXスプレッドの改善に加

え、販売本数減に対応した経費マネジメントも徹底し、為替円安による追い風もあり、前年比増益を達成しました。

　なお、調整後営業利益率は前年比0.1ポイント改善の11.3％となりました。今後も、稼ぐ力の強化、ビジネス体質の強

化に向けて取り組みを加速してまいります。
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　以上の結果、当社グループの当第１四半期連結累計期間の売上収益は10,641億円(前年同期比２％増)、調整後営業利益

は1,202億円(前年同期比３％増)、営業利益は1,178億円(前年同期比８％減)、税引前四半期利益は1,202億円(前年同期比

５％減)、親会社の所有者に帰属する四半期利益は866億円(前年同期比４％減)となりました。

 

② セグメント別業績

  
当第１四半期
連結累計期間

前第１四半期
連結累計期間

増減

金額 比率

 

日本

 億円 億円 億円 ％

売上収益 ２,８８８ ３,０００ △１１２ △４

調整後営業利益 ５３４ ４１５ ＋１１９ ＋２９

アジア・大洋州・

インド・中国

売上収益 １,２９８ １,３７４ △７６ △６

調整後営業利益 １３３ １１２ ＋２１ ＋１９

米州
売上収益 ５,２６５ ４,９４９ ＋３１５ ＋６

調整後営業利益 ３６８ ５４５ △１７７ △３２

欧州・中近東・

アフリカ

売上収益 ２,０２１ ２,０６３ △４２ △２

調整後営業利益 ５４ ３９ ＋１５ ＋３８

その他
売上収益 ２１３ ２０７ ＋６ ＋３

調整後営業利益 １７ ３１ △１５ △４７

連結 合計
売上収益 １０,６４１ １０,４３５ ＋２０６ ＋２

調整後営業利益 １,２０２ １,１６８ ＋３４ ＋３

 

［日本］

　売上収益は2,888億円(前年同期比４％減)、調整後営業利益は534億円(前年同期比29％増)となりました。

　市販用の乗用車及び小型トラック用タイヤ、トラック・バス用タイヤの販売本数は春の履き替え需要遅れ及び前年

の値上げ前駆け込み需要の影響があり前年同期を大幅に下回り、数量減影響あるも、売値・MIX及び営業費改善で吸

収いたしました。また、鉱山車両用タイヤ及び海外向けタイヤ輸出ビジネスが堅調であったことに加え、為替円安の

追い風もあり前年同期比減収増益となりました。

 

［アジア・大洋州・インド・中国］

　売上収益は1,298億円(前年同期比６％減)、調整後営業利益は133億円(前年同期比19％増)となりました。

　販売本数では、新車用・市販用合計にて乗用車及び小型トラック用タイヤ、トラック・バス用タイヤは共に前年同

期を下回り、販売数量減影響を、売値・MIX及び営業費改善で吸収し、前年同期比減収増益となりました。

 

［米州］

　売上収益は5,265億円(前年同期比６％増)、調整後営業利益は368億円(前年同期比32％減)となりました。

　北米タイヤ事業において、販売本数は新車用・市販用を合わせて、乗用車及び小型トラック用タイヤ全体では前年

同期並みに推移し、トラック・バス用タイヤは前年同期を大幅に下回りました。

　数量減影響及び加工費が前年同期比悪化したことによる減益影響に加えて、南米ビジネス悪化の影響が大きく、為

替の追い風があったものの前年同期比増収減益となりました。

 

［欧州・中近東・アフリカ］

　売上収益は2,021億円(前年同期比２％減)、調整後営業利益は54億円(前年同期比38％増)となりました。

　欧州では、乗用車及び小型トラック用タイヤ、トラック・バス用タイヤの販売本数は前年同期を大幅に下回りまし

た。販売本数減及び加工費悪化影響あるも、原材料/売値・MIXのスプレッドが前年同期比改善し、為替の追い風もあ

り、前年同期比減収増益となりました。

 

(注) セグメント別の金額はセグメント間の取引を含んでおり、連結合計の金額はそれらを消去した後の数値であり

ます。
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(２) 財政状態の状況

　当第１四半期連結会計期間末における財政状態の状況は、以下のとおりであります。

 

(資産)

　資産合計は、現金及び現金同等物が625億円減少したものの、営業債権及びその他の債権が288億円、棚卸資産が

740億円、有形固定資産が487億円、それぞれ増加したことなどから、前連結会計年度末に比べ1,636億円増加し、

55,914億円となりました。

 

(負債)

　負債合計は、その他の流動負債は361億円増加したものの、営業債務及びその他の債務が384億円、社債及び借入

金が199億円、それぞれ減少したことなどから、前連結会計年度末に比べ192億円減少し、20,032億円となりまし

た。

 

(資本)

　資本合計は、配当金(親会社の所有者)により685億円減少したものの、その他の資本の構成要素が1,629億円、親

会社の所有者に帰属する四半期利益の計上により866億円、それぞれ増加したことなどから、前連結会計年度末に

比べ1,828億円増加し、35,882億円となりました。

　その結果、親会社所有者帰属持分比率は、63.2％となり、前連結会計年度末に比べ1.4ポイントの増加となりま

した。
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(３) キャッシュ・フローの状況

  
当第１四半期
連結累計期間

前第１四半期
連結累計期間

増減

金額

 億円 億円 億円

営業活動によるキャッシュ・フロー １,２８６ １,１９８ ＋８８

投資活動によるキャッシュ・フロー △９７７ △８０１ △１７５

財務活動によるキャッシュ・フロー △１,１４４ △４３１ △７１３

現金及び現金同等物に係る換算差額 ２１２ １６ ＋１９６

現金及び現金同等物の増減額 △６２３ △１８ △６０５

現金及び現金同等物の期首残高 ７,２４６ ５,１８９ ＋２,０５７

売却目的で保有する資産に含まれる現金及

び現金同等物の増減額
△２ △１ △１

現金及び現金同等物の第１四半期末残高 ６,６２１ ５,１７０ ＋１,４５１

 

　当第１四半期連結累計期間における当社グループの現金及び現金同等物(以下、「資金」)は、全体で625億円減少

(前年同期は19億円の減少)し、当第１四半期連結累計期間末には6,621億円となりました。

 

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

　営業活動による資金収支は、1,286億円の収入(前年同期比88億円の収入増)となりました。これは、棚卸資産の増

加額321億円(前年同期は241億円)や、法人所得税の支払額367億円(前年同期は138億円)などがあったものの、税引前

四半期利益1,202億円(前年同期は1,267億円)や、減価償却費及び償却費851億円(前年同期は722億円)などがあったこ

とによるものであります。

 

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

　投資活動による資金収支は、977億円の支出(前年同期比175億円の支出増)となりました。これは、有形固定資産の

取得による支出906億円(前年同期は825億円)などによるものであります。

 

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

　財務活動による資金収支は、1,144億円の支出(前年同期比713億円の支出増)となりました。これは、長期借入金の

返済による支出331億円(前年同期は143億円)や、配当金の支払額(親会社の所有者)677億円(前年同期は608億円)など

があったことによるものであります。

 

(４) 会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

　前事業年度の有価証券報告書に記載した「経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の

分析」中の会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載について、重要な変更はありません。

 

(５) 経営方針・経営戦略等並びに優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等並びに事業上及び財務

上の対処すべき課題について、重要な変更はありません。
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(６) 研究開発活動

　当第１四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発費は319億円であります。

　また、当第１四半期連結累計期間における研究開発活動の状況の重要な変更は次のとおりであります。

 

(社内外共創活動)

　日本電信電話株式会社(ＮＴＴ)と当社は両社のビジョン実現に向け新たな社会価値、顧客価値の創造を目指

し2022年より協業を開始しました。両社が掲げるビジョンの親和性が高く協調できる領域が多いことから、そ

の実現に向け共通して解決すべき社会課題を抽出し、新たな社会価値、顧客価値の創出に向けた技術共創につ

いて議論してまいりました。「デジタルツイン」「サステナビリティ」「タイヤを介した環境及び人にやさし

い街づくり」の３つのテーマを選定し、各テーマにおける共同検討を2024年２月より進めております。

 

(開発の進展)

①株式会社ティアフォーとの共創

　当社は株式会社ティアフォー(以下、ティアフォー)と自動運転車両の安全運行に向けた実証実験を長野県塩

尻市の公道で開始しました。今回実施する実証実験は、ティアフォーが自社開発している国内初量産型自動運

転ＥＶバスに、「運行をサポートするソリューションサービス」の確立に向けた当社のソリューションアイテ

ムの一つである「Tirematics」を実装して公道で行うものであります。これにより安全運行、経費削減、運行

距離延長/電費改善、ダウンタイムの軽減/予兆管理といった課題に対する自動運転車両の安全且つ効率的な運

行をサポートするソリューションサービスの価値検証を行います。

 

②次世代タイヤ「エアフリー」の開発

　当社は「エアフリーコンセプト®」として2008年から空気充填の要らない次世代タイヤの開発に挑戦し続けて

まいりました。中期事業計画(2024-2026)においてはコンセプトから社会実装を見据えた「エアフリー®」へと

進化させ価値を創造してまいります。その実用化に向けた実証実験を2024年３月より当社のBridgestone

Innovation Parkがある東京都小平市近郊の公道で開始しました。この実証実験では「エアフリー」を実験車両

に装着し、実際の使用環境により近い公道の様々な環境で「エアフリー」の特性や機能を検証し、今後の社会

実装に向けた準備を進めてまいります。将来的には、様々なパートナーとの共創で価値を広げ、高齢化・地方

の過疎化・労働力不足による移動の制限といった社会課題を解決することを目指します。また、「エアフ

リー」のパンクしない特徴を最大限に活かし、タイヤの重要性がより高くなる自動運転との組み合わせで、よ

り高い安心・安全の実現も目指してまいります。

 

(注) 当社グループの研究開発活動には、特定のセグメントに紐づかないものがあり、またその成果はセグメン

ト横断的に効果があるため、セグメント別の状況及び金額の記載を省略しております。
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３【経営上の重要な契約等】

該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

(１)【株式の総数等】

①【株式の総数】
 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 1,450,000,000

計 1,450,000,000

 

②【発行済株式】
 

種類
第１四半期会計期間末

現在発行数(株)
(2024年３月31日)

提出日現在発行数(株)
(2024年５月13日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 713,698,221 713,698,221

東京証券取引所

(プライム市場)

福岡証券取引所

単元株式数100株

計 713,698,221 713,698,221 － －

 

(２)【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(３)【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(４)【発行済株式総数、資本金等の推移】
 

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)

自　2024年１月１日

至　2024年３月31日
－ 713,698 － 126,354 － 122,079

 

(５)【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(６)【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、直

前の基準日(2023年12月31日)に基づく株主名簿による記載をしております。

 

①【発行済株式】

    (2023年12月31日現在)

 区分  株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式(自己株式等)  － － －

議決権制限株式(その他)  － － －

完全議決権株式(自己株式等)

(自己保有株式)
－

－
普通株式 29,044,100

(相互保有株式)
－

普通株式 10,000

完全議決権株式(その他) 普通株式 684,183,300 6,841,833 －

単元未満株式 普通株式 460,821 － －

発行済株式総数  713,698,221 － －

総株主の議決権  － 6,841,833 －

 (注) 「完全議決権株式(その他)」欄の株式数には、株式会社証券保管振替機構名義の株式が1,600株含まれておりま

す。また、議決権の数には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数16個が含まれております。

 

②【自己株式等】

    (2023年12月31日現在)

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有

株式数の割合(％)

㈱ブリヂストン
東京都中央区京橋

三丁目１番１号
29,044,100 － 29,044,100 4.07

ブリヂストンタイヤ

長野販売㈱

長野県松本市小屋南

二丁目18番20号
10,000 － 10,000 0.00

計 － 29,054,100 － 29,054,100 4.07

 

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．要約四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の要約四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内

閣府令第64号)第93条の規定により、国際会計基準第34号「期中財務報告」に準拠して作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間(2024年１月１日から2024年

３月31日まで)及び第１四半期連結累計期間(2024年１月１日から2024年３月31日まで)に係る要約四半期連結財務諸

表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【要約四半期連結財務諸表】

(１)【要約四半期連結財政状態計算書】

   (単位：百万円)

 注記
前連結会計年度
(2023年12月31日)

当第１四半期
連結会計期間

(2024年３月31日)

資産    

流動資産    

現金及び現金同等物 18 724,601 662,070

営業債権及びその他の債権  952,307 981,147

棚卸資産  868,578 942,573

その他の金融資産 18 10,792 10,503

その他の流動資産  138,063 144,768

小計  2,694,341 2,741,061

売却目的で保有する資産 8 3,093 3,469

流動資産合計  2,697,434 2,744,529

非流動資産    

有形固定資産 9 1,738,506 1,787,247

使用権資産  319,135 335,615

のれん  149,990 157,698

無形資産  200,858 214,335

持分法で会計処理されている投資  41,183 45,139

その他の金融資産 18 131,210 154,256

繰延税金資産  88,141 86,557

その他の非流動資産  61,357 66,049

非流動資産合計  2,730,379 2,846,894

資産合計  5,427,813 5,591,424
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   (単位：百万円)

 注記
前連結会計年度
(2023年12月31日)

当第１四半期
連結会計期間

(2024年３月31日)

負債及び資本    

負債    

流動負債    

営業債務及びその他の債務  599,240 560,850

社債及び借入金 10,18 258,074 237,133

リース負債  61,308 64,720

未払法人所得税等  91,124 82,978

その他の金融負債 18 49,659 38,228

引当金  35,489 37,291

その他の流動負債  168,858 204,966

小計  1,263,753 1,226,166

売却目的で保有する資産に直接関連する負債 8 1,058 1,121

流動負債合計  1,264,811 1,227,288

非流動負債    

社債及び借入金 10,18 239,789 240,855

リース負債  270,989 284,647

その他の金融負債  9,901 7,349

退職給付に係る負債  153,511 156,734

引当金  40,255 41,958

繰延税金負債  30,946 31,783

その他の非流動負債  12,217 12,592

非流動負債合計  757,608 775,917

負債合計  2,022,419 2,003,205

資本    

資本金  126,354 126,354

資本剰余金 120,300 120,676

自己株式 △135,409 △135,200

その他の資本の構成要素  531,127 693,997

利益剰余金  2,711,220 2,729,696

親会社の所有者に帰属する持分合計  3,353,592 3,535,524

非支配持分  51,803 52,695

資本合計  3,405,394 3,588,219

負債及び資本合計  5,427,813 5,591,424
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(２)【要約四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

   (単位：百万円)

 注記

前第１四半期
連結累計期間

(自　2023年１月１日
　至　2023年３月31日)

当第１四半期
連結累計期間

(自　2024年１月１日
　至　2024年３月31日)

継続事業    

売上収益 6,12 1,043,541 1,064,115

売上原価  642,919 635,295

売上総利益  400,622 428,819

販売費及び一般管理費 13 284,472 313,683

その他の収益 6,14 15,601 7,629

その他の費用 6,14 4,250 5,011

営業利益  127,501 117,755

金融収益 15 9,480 13,294

金融費用 15 10,052 10,650

持分法による投資損益（△は損失）  △199 △221

税引前四半期利益  126,730 120,177

法人所得税費用  34,720 31,512

継続事業からの四半期利益  92,010 88,665

非継続事業    

非継続事業からの四半期利益又は損失（△） 16 △161 △13

四半期利益  91,849 88,652

    

四半期利益の帰属    

親会社の所有者  90,499 86,602

非支配持分  1,350 2,051

四半期利益  91,849 88,652

    

１株当たり四半期利益又は損失（△）    

基本的１株当たり四半期利益又は損失（△）(円)    

継続事業 17 132.47 126.51

非継続事業 17 △0.24 △0.02

合計 17 132.24 126.49

    

希薄化後１株当たり四半期利益又は損失（△）(円)    

継続事業 17 132.30 126.37

非継続事業 17 △0.24 △0.02

合計 17 132.07 126.35
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(３)【要約四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

   (単位：百万円)

 注記

前第１四半期
連結累計期間

(自　2023年１月１日
　至　2023年３月31日)

当第１四半期
連結累計期間

(自　2024年１月１日
　至　2024年３月31日)

四半期利益  91,849 88,652

    

その他の包括利益    

純損益に振り替えられることのない項目    

その他の包括利益を通じて測定する金融資産の公

正価値の純変動
 2,639 10,789

確定給付制度の再測定  △7,809 131

純損益に振り替えられることのない項目合計  △5,170 10,921

    

純損益に振り替えられる可能性のある項目    

在外営業活動体の換算差額  36,786 154,143

キャッシュ・フロー・ヘッジの公正価値の変動額

の有効部分
 △949 △4,347

持分法適用会社におけるその他の包括利益に対す

る持分
 1,803 3,663

純損益に振り替えられる可能性のある項目合計  37,640 153,460

    

税引後その他の包括利益  32,470 164,380

    

四半期包括利益  124,319 253,033

    

四半期包括利益の帰属    

親会社の所有者  120,954 249,838

非支配持分  3,366 3,194

四半期包括利益  124,319 253,033
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(４)【要約四半期連結持分変動計算書】

前第１四半期連結累計期間(自　2023年１月１日　至　2023年３月31日)
       (単位：百万円)

 

注記

親会社の所有者に帰属する持分

 

資本金 資本剰余金 自己株式

その他の資本の構成要素

 新株予約権
在外

営業活動体
の換算差額

キャッシュ
・フロー
・ヘッジの
公正価値の
変動額の
有効部分

その他の
包括利益を
通じて測定
する金融
資産の公正
価値の
純変動

2023年１月１日残高  126,354 119,517 △136,814 2,673 310,311 2,980 42,558

四半期利益  － － － － － － －

その他の包括利益  － － － － 36,536 △946 2,639

四半期包括利益合計  － － － － 36,536 △946 2,639

自己株式の取得  － － △5 － － － －

自己株式の処分  － － 505 △81 － － －

配当金 11 － － － － － － －

その他の資本の構成要素から
利益剰余金への振替

 － － － － － － △10,960

その他の増減  － － － － － － －

所有者との取引額等合計  － － 500 △81 － － △10,960

2023年３月31日残高  126,354 119,517 △136,314 2,592 346,847 2,035 34,237

 
        

 

注記

親会社の所有者に帰属する持分

非支配持分 合計
 その他の資本の構成要素

利益剰余金 合計
 

確定給付制度
の再測定

合計

2023年１月１日残高  － 358,523 2,498,255 2,965,835 46,666 3,012,501

四半期利益  － － 90,499 90,499 1,350 91,849

その他の包括利益  △7,775 30,454 － 30,454 2,016 32,470

四半期包括利益合計  △7,775 30,454 90,499 120,954 3,366 124,319

自己株式の取得  － － △1 △6 － △6

自己株式の処分  － △81 △37 387 － 387

配当金 11 － － △61,592 △61,592 △819 △62,411

その他の資本の構成要素から
利益剰余金への振替

 7,775 △3,185 3,185 － － －

その他の増減  － － － － 7 7

所有者との取引額等合計  7,775 △3,266 △58,445 △61,210 △812 △62,023

2023年３月31日残高  － 385,711 2,530,310 3,025,579 49,219 3,074,798
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当第１四半期連結累計期間(自　2024年１月１日　至　2024年３月31日)
       (単位：百万円)

 

注記

親会社の所有者に帰属する持分

 

資本金 資本剰余金 自己株式

その他の資本の構成要素

 新株予約権
在外

営業活動体
の換算差額

キャッシュ
・フロー
・ヘッジの
公正価値の
変動額の
有効部分

その他の
包括利益を
通じて測定
する金融
資産の公正
価値の
純変動

2024年１月１日残高  126,354 120,300 △135,409 2,308 493,489 1,094 34,236

四半期利益  － － － － － － －

その他の包括利益  － － － － 156,073 △3,904 10,789

四半期包括利益合計  － － － － 156,073 △3,904 10,789

自己株式の取得  － △1 △13 － － － －

自己株式の処分  － 29 222 △26 － － －

配当金 11 － － － － － － －

支配の喪失とならない子会社
に対する所有者持分の変動

 － 349 － － － － －

その他の資本の構成要素から
利益剰余金への振替

 － － － － － － △62

その他の増減  － － － － － － －

所有者との取引額等合計  － 376 209 △26 － － △62

2024年３月31日残高  126,354 120,676 △135,200 2,281 649,562 △2,810 44,963

 
        

 

注記

親会社の所有者に帰属する持分

非支配持分 合計
 その他の資本の構成要素

利益剰余金 合計
 

確定給付制度
の再測定

合計

2024年１月１日残高  － 531,127 2,711,220 3,353,592 51,803 3,405,394

四半期利益  － － 86,602 86,602 2,051 88,652

その他の包括利益  278 163,237 － 163,237 1,144 164,380

四半期包括利益合計  278 163,237 86,602 249,838 3,194 253,033

自己株式の取得  － － － △14 － △14

自己株式の処分  － △26 － 225 － 225

配当金 11 － － △68,465 △68,465 △2,107 △70,573

支配の喪失とならない子会社
に対する所有者持分の変動

 － － － 349 △218 131

その他の資本の構成要素から
利益剰余金への振替

 △278 △340 340 － － －

その他の増減  － － － － 23 23

所有者との取引額等合計  △278 △367 △68,125 △67,906 △2,302 △70,208

2024年３月31日残高  － 693,997 2,729,696 3,535,524 52,695 3,588,219
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(５)【要約四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

   (単位：百万円)

 注記

前第１四半期
連結累計期間

(自　2023年１月１日
　至　2023年３月31日)

当第１四半期
連結累計期間

(自　2024年１月１日
　至　2024年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー    

税引前四半期利益  126,730 120,177

非継続事業からの税引前四半期利益又は損失（△） 16 △131 60

減価償却費及び償却費  72,241 85,059

減損損失戻入益  △43 △1,187

退職給付に係る負債の増減額（△は減少）  602 △1,139

受取利息及び受取配当金  △7,780 △5,099

支払利息  4,638 6,428

為替差損益（△は益）  14,217 △12,998

持分法による投資損益（△は益）  199 221

固定資産売却損益（△は益）  △10,859 △5,441

事業・工場再編収益  △2,724 △34

事業・工場再編費用  2,085 3,616

固定資産除却損  1,318 725

営業債権及びその他の債権の増減額（△は増加）  10,492 16,807

棚卸資産の増減額（△は増加）  △24,091 △32,053

営業債務及びその他の債務の増減額（△は減少）  △48,329 6,575

未払消費税等の増減額（△は減少）  10,844 12,960

返金負債の増減額（△は減少）  16,149 14,866

その他  △38,379 △44,506

小計  127,181 165,037

利息及び配当金の受取額  11,019 5,291

利息の支払額  △4,589 △5,001

法人所得税の支払額  △13,782 △36,739

営業活動によるキャッシュ・フロー  119,829 128,588

投資活動によるキャッシュ・フロー    

有形固定資産の取得による支出  △82,537 △90,611

有形固定資産の売却による収入  12,482 9,886

無形資産の取得による支出  △9,724 △12,884

長期貸付けによる支出  △11,163 △6,470

貸付金の回収による収入  1,634 3,351

その他  9,160 △930

投資活動によるキャッシュ・フロー  △80,149 △97,658
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   (単位：百万円)

 注記

前第１四半期
連結累計期間

(自　2023年１月１日
　至　2023年３月31日)

当第１四半期
連結累計期間

(自　2024年１月１日
　至　2024年３月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入金の増減額（△は減少）  35,049 5,859

長期借入れによる収入  14,214 －

長期借入金の返済による支出  △14,297 △33,148

リース負債の返済による支出  △16,406 △17,535

配当金の支払額（親会社の所有者）  △60,802 △67,657

その他  △821 △1,918

財務活動によるキャッシュ・フロー  △43,063 △114,398

現金及び現金同等物に係る換算差額  1,603 21,167

現金及び現金同等物の増減額（△は減少）  △1,779 △62,302

現金及び現金同等物の期首残高  518,905 724,601

売却目的で保有する資産に含まれる現金及び現金同等

物の増減額
8 △115 △229

現金及び現金同等物の四半期末残高  517,011 662,070
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【要約四半期連結財務諸表注記】

１．報告企業

　株式会社ブリヂストン(以下、当社)は、日本に所在する株式会社であります。2024年３月31日に終了する３ヶ

月間の当社の要約四半期連結財務諸表は、当社及びその子会社(以下、当社グループ)、並びに当社の関連会社及

び共同支配企業に対する持分により構成されております。

　当社グループの事業内容は、注記「６．事業セグメント」に記載しております。

 

２．作成の基礎

(１) ＩＦＲＳに準拠している旨

　当社グループの要約四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規

則」(平成19年内閣府令第64号)第１条の２に掲げる「指定国際会計基準特定会社」の要件を満たすことから、

同第93条の規定により、国際会計基準(ＩＡＳ)第34号「期中財務報告」に準拠して作成しております。

　要約四半期連結財務諸表は、年次連結財務諸表で要求されているすべての情報が含まれていないため、前連

結会計年度の連結財務諸表と併せて利用されるべきものであります。

 

　本要約四半期連結財務諸表は、2024年５月13日に当社取締役　代表執行役 Ｇｌｏｂａｌ ＣＥＯ　石橋　秀

一及び当社統括部門長　Ｇｌｏｂａｌ ＣＦＯ・Ｇ財務統括部門長　菱沼　直樹によって承認されておりま

す。

 

(２) 測定の基礎

　当社グループの要約四半期連結財務諸表は、公正価値で測定されている金融商品等を除き、取得原価を基礎

として作成しております。

 

(３) 機能通貨及び表示通貨

　当社グループの要約四半期連結財務諸表は、当社の機能通貨である日本円を表示通貨としており、百万円未

満を四捨五入して表示しております。

 

３．重要性のある会計方針

　要約四半期連結財務諸表において適用する重要性のある会計方針は、前連結会計年度に係る連結財務諸表にお

いて適用した会計方針と同一であります。

 

４．重要な会計上の見積り及び見積りを伴う判断

　要約四半期連結財務諸表の作成において、会計方針の適用並びに資産、負債、収益及び費用の報告額に影響を

及ぼす判断、見積り及び仮定を設定することが義務付けられております。実際の結果は、これらの見積りとは異

なる場合があります。

　見積り及びその基礎となる仮定は継続して見直しております。会計上の見積りの変更は、見積りが変更された

会計期間及び将来の会計期間において影響を与えております。

　要約四半期連結財務諸表における重要な会計上の見積り及び見積りを伴う判断は、前連結会計年度に係る連結

財務諸表と同様であります。

 

５．未適用の公表済み基準書及び解釈指針

　要約四半期連結財務諸表の承認日までに公表されている基準書及び解釈指針の新設又は改訂のうち、当社グ

ループで早期適用していない基準等において、当社グループの要約四半期連結財務諸表に重要な影響を及ぼすも

のはありません。
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６．事業セグメント

(１) 報告セグメントの概要

　当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、

取締役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているもので

あります。

　当社グループは、経営管理上の区分であるＳＢＵ(戦略的事業ユニット)別での事業損益としてより適切な業

績開示を行うことを目的とし、「日本」「アジア・大洋州・インド・中国」「米州」「欧州・中近東・アフリ

カ」の４つを報告セグメントとしております。上記のセグメント区分において、プレミアムタイヤ事業、ソ

リューション事業、化工品・多角化事業等を行っております。

　当第１四半期連結会計期間より、当社グループではグローバル経営体制の更なる強化の一環として、インド

事業のセグメント区分を変更しております。これにより、「中国・アジア・大洋州」セグメントを「アジア・

大洋州・インド・中国」セグメントへ、「欧州・ロシア・中近東・インド・アフリカ」セグメントを「欧州・

中近東・アフリカ」セグメントへ変更いたします。なお、ロシア事業は2023年12月に譲渡が完了しておりま

す。

　当社グループは防振ゴム事業、化成品ソリューション事業を非継続事業に分類しており、前第１四半期連結

累計期間及び当第１四半期連結累計期間の金額から非継続事業を控除しております。非継続事業の詳細につい

ては、注記「16．非継続事業」に記載しております。
 

(２) セグメント収益及び業績

　当社グループの報告セグメントによる継続事業からの収益及び業績は、以下のとおりであります。取締役会

は、収益と調整後営業利益を検討のうえ、セグメント業績を評価し、経営資源の配分を決定しております。な

お、セグメント間の内部売上収益又は振替高は、主に第三者間取引価格もしくは総原価をもとに販売価格を決

定しております。また、前第１四半期連結累計期間については、(１)に記載の変更後の区分に基づき組み替え

ております。
 

前第１四半期連結累計期間(自　2023年１月１日　至　2023年３月31日)

       (単位：百万円)

 報告セグメント

その他
(注)

全社又は
消去

連結計
 日本

アジア・
大洋州・
インド・
中国

米州
欧州・
中近東・
アフリカ

計

売上収益         

外部収益 228,132 118,645 490,459 201,833 1,039,070 4,463 9 1,043,541

セグメント間収益 71,830 18,754 4,466 4,485 99,535 16,245 △115,780 －

収益合計 299,962 137,399 494,925 206,318 1,138,605 20,707 △115,771 1,043,541

セグメント損益         

調整後営業利益 41,476 11,208 54,454 3,922 111,060 3,106 2,628 116,794

(注) その他には、報告セグメントに含まれないサービス事業等が含まれております。
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当第１四半期連結累計期間(自　2024年１月１日　至　2024年３月31日)

       (単位：百万円)

 報告セグメント

その他
(注)

全社又は
消去

連結計
 日本

アジア・
大洋州・
インド・
中国

米州
欧州・
中近東・
アフリカ

計

売上収益         

外部収益 224,958 115,917 521,332 197,711 1,059,918 4,189 8 1,064,115

セグメント間収益 63,798 13,864 5,126 4,368 87,156 17,079 △104,235 －

収益合計 288,756 129,782 526,457 202,079 1,147,074 21,268 △104,227 1,064,115

セグメント損益         

調整後営業利益 53,385 13,301 36,775 5,402 108,863 1,652 9,662 120,177

(注) その他には、報告セグメントに含まれないサービス事業等が含まれております。

 

調整後営業利益から税引前四半期利益への調整表

(単位：百万円)
 

 
前第１四半期連結累計期間

(自　2023年１月１日
至　2023年３月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自　2024年１月１日
至　2024年３月31日)

調整後営業利益(注１) 116,794 120,177

調整項目(収益)(注２) 13,509 1,221

調整項目(費用)(注５) 2,802 3,643

営業利益 127,501 117,755

金融収益 9,480 13,294

金融費用 10,052 10,650

持分法による投資損益（△は損失） △199 △221

税引前四半期利益 126,730 120,177

(注１) 調整後営業利益は、営業利益から調整項目(収益及び費用)を除外しております。

 
(注２) 調整項目(収益)の主な内訳は、以下のとおりであります。

(単位：百万円)
 

 
前第１四半期連結累計期間

(自　2023年１月１日
至　2023年３月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自　2024年１月１日
至　2024年３月31日)

受取保険金 22 －

事業・工場再編収益 (注３)　2,724 34

減損損失戻入益 43 1,187

その他一時的かつ多額の収益 (注４)　10,720 －

調整項目(収益) 13,509 1,221

(注３) 主に海外のタイヤ工場の再編に伴う固定資産の減損損失の戻し入れ及び売却益を計上しております。

(注４) 主に土地の売却益を計上しております。
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(注５) 調整項目(費用)の主な内訳は、以下のとおりであります。

(単位：百万円)
 

 
前第１四半期連結累計期間

(自　2023年１月１日
至　2023年３月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自　2024年１月１日
至　2024年３月31日)

減損損失 73 26

売上原価(災害損失) 489 6

その他の費用(災害損失) 64 8

事業・工場再編費用(注６) 2,103 3,603

その他一時的かつ多額の費用 (注７)　73 －

調整項目(費用) 2,802 3,643

(注６) 主に海外のタイヤ工場の再編に関連する費用を計上しております。

(注７) 当社の連結子会社であるブリヂストンサイクル株式会社が製造した自転車・電動アシスト自転車の一部対象車

種において2022年10月にリコールを実施したことに伴い、当該自転車・電動アシスト自転車の部品交換等に関

連した費用を計上しております。
 

７．企業結合

前第１四半期連結累計期間(自　2023年１月１日　至　2023年３月31日)

　該当事項はありません。

 

当第１四半期連結累計期間(自　2024年１月１日　至　2024年３月31日)

　該当事項はありません。
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８．売却目的で保有する資産

　売却目的で保有する資産及び直接関連する負債の内訳は、以下のとおりであります。

 

(１) 売却目的で保有する資産

(単位：百万円)
 

 
前連結会計年度
(2023年12月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2024年３月31日)

現金及び現金同等物 5,276 5,505

営業債権及びその他の債権 870 1,084

棚卸資産 472 439

有形固定資産 2,994 3,401

その他 379 336

非継続事業を構成する処分グループを売却コスト控除後

の公正価値で測定したことにより認識した損失累計額
△6,898 △7,297

合計 3,093 3,469

 

(２) 売却目的で保有する資産に直接関連する負債

(単位：百万円)
 

 
前連結会計年度
(2023年12月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2024年３月31日)

営業債務及びその他の債務 1,058 1,121

合計 1,058 1,121

 

　前連結会計年度及び当第１四半期連結会計期間における売却目的で保有する資産及び直接関連する負債は、主

に防振ゴム事業につき、売却の意思決定を行ったことから売却目的保有に分類したものであります。防振ゴム事

業に関する内容は、「16．非継続事業」に記載されております。

　当該売却目的保有に分類される処分グループについて、防振ゴム事業は、売却コスト控除後の公正価値が帳簿

価額を下回っているため、売却コスト控除後の公正価値により測定しております。これにより認識した損失146

百万円を要約四半期連結損益計算書の「非継続事業からの四半期利益又は損失（△）」に計上しております。な

お、公正価値は、売却価額を基礎としており、当該公正価値のヒエラルキーはレベル３であります。
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９．有形固定資産

　有形固定資産の取得の金額は、前第１四半期連結累計期間において、34,631百万円、当第１四半期連結累計期

間において、30,645百万円であります。

 

10．社債

　前第１四半期連結累計期間及び当第１四半期連結累計期間において、社債の発行及び償還はありません。

 

11．配当金

　配当金の支払額は、以下のとおりであります。

 

前第１四半期連結累計期間(自　2023年１月１日　至　2023年３月31日)

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

2023年３月28日

定時株主総会
普通株式 61,592 90 2022年12月31日 2023年３月29日

 

当第１四半期連結累計期間(自　2024年１月１日　至　2024年３月31日)

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

2024年３月26日

定時株主総会
普通株式 68,465 100 2023年12月31日 2024年３月27日

 

EDINET提出書類

株式会社ブリヂストン(E01086)

四半期報告書

26/38



12．売上収益

収益の分解

　継続事業からの売上収益の内訳は、以下のとおりであります。

　なお、当第１四半期連結会計期間より、当社グループではグローバル経営体制の更なる強化の一環として、

インド事業のセグメント区分を変更しております。これにより、「中国・アジア・大洋州」セグメントを「ア

ジア・大洋州・インド・中国」セグメントへ、「欧州・ロシア・中近東・インド・アフリカ」セグメントを

「欧州・中近東・アフリカ」セグメントへ変更いたします。なお、ロシア事業は2023年12月に譲渡が完了して

おります。また、前第１四半期連結累計期間については、変更後の区分に基づき組み替えております。

 

前第１四半期連結累計期間(自 2023年１月１日　至 2023年３月31日)

(単位：百万円)
 

 報告セグメント

その他
全社又は
消去

連結計
 日本

アジア・
大洋州・
インド・
中国

米州
欧州・
中近東・
アフリカ

計

タイヤ(注１) 168,663 118,645 476,006 201,833 965,147 4,200 9 969,356

その他(注２) 59,469 － 14,453 － 73,922 262 － 74,185

外部収益　合計 228,132 118,645 490,459 201,833 1,039,070 4,463 9 1,043,541

顧客との契約から認識

した収益
222,001 118,645 488,931 199,486 1,029,064 4,463 9 1,033,535

その他の源泉から認識

した収益(注３)
6,130 － 1,528 2,347 10,006 － － 10,006

(注１) 「タイヤ」には、当社グループが行っているプレミアムタイヤ事業及びソリューション事業が含まれておりま

す。

(注２) 「その他」には、当社グループが行っている化工品・多角化事業が含まれております。

(注３) その他の源泉から認識した収益には、ＩＦＲＳ第16号に基づくリース収益が含まれております。

 

当第１四半期連結累計期間(自 2024年１月１日　至 2024年３月31日)

(単位：百万円)
 

 報告セグメント

その他
全社又は
消去

連結計
 日本

アジア・
大洋州・
インド・
中国

米州
欧州・
中近東・
アフリカ

計

タイヤ(注１) 165,882 115,917 503,958 197,711 983,469 3,897 8 987,374

その他(注２) 59,076 － 17,374 － 76,449 292 － 76,741

外部収益　合計 224,958 115,917 521,332 197,711 1,059,918 4,189 8 1,064,115

顧客との契約から認識

した収益
216,730 115,917 519,337 194,496 1,046,481 4,189 8 1,050,678

その他の源泉から認識

した収益(注３)
8,227 － 1,994 3,215 13,437 － － 13,437

(注１) 「タイヤ」には、当社グループが行っているプレミアムタイヤ事業及びソリューション事業が含まれておりま

す。

(注２) 「その他」には、当社グループが行っている化工品・多角化事業が含まれております。

(注３) その他の源泉から認識した収益には、ＩＦＲＳ第16号に基づくリース収益が含まれております。

 

EDINET提出書類

株式会社ブリヂストン(E01086)

四半期報告書

27/38



13．販売費及び一般管理費

　「販売費及び一般管理費」の内訳は、以下のとおりであります。

(単位：百万円)
 

 
前第１四半期連結累計期間

(自　2023年１月１日
至　2023年３月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自　2024年１月１日
至　2024年３月31日)

販売運賃 58,837 50,644

広告宣伝費及び販売促進費 20,384 22,771

従業員給付費用 82,293 94,729

減価償却費及び償却費 26,207 31,384

研究開発費(注) 29,681 31,895

その他 67,070 82,260

合計 284,472 313,683

(注) 費用として認識される研究開発費はすべて販売費及び一般管理費に含めております。

 

14．その他の収益及びその他の費用

　「その他の収益」及び「その他の費用」の内訳は、以下のとおりであります。

(１) その他の収益

(単位：百万円)
 

 
前第１四半期連結累計期間

(自　2023年１月１日
至　2023年３月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自　2024年１月１日
至　2024年３月31日)

固定資産売却益 (注１)　10,859 5,441

減損損失戻入益 43 1,187

事業・工場再編収益 (注２)　2,724 34

その他 1,975 968

合計 15,601 7,629

(注１) 主として土地の売却益であります。

(注２) 事業・工場再編収益の主な内容は、注記「６.事業セグメント」に記載しております。

 

(２) その他の費用

(単位：百万円)
 

 
前第１四半期連結累計期間

(自　2023年１月１日
至　2023年３月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自　2024年１月１日
至　2024年３月31日)

事業・工場再編費用(注) 2,103 3,603

固定資産除却損 1,318 725

撤去解体費 551 428

その他 277 255

合計 4,250 5,011

(注) 事業・工場再編費用の主な内容は、注記「６.事業セグメント」に記載しております。
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15．金融収益及び金融費用

　「金融収益」及び「金融費用」の内訳は、以下のとおりであります。

(１) 金融収益

(単位：百万円)
 

 
前第１四半期連結累計期間

(自　2023年１月１日
至　2023年３月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自　2024年１月１日
至　2024年３月31日)

受取利息(注) 7,444 4,642

為替差益 － 2,784

デリバティブ評価益 1,732 146

その他 305 5,721

合計 9,480 13,294

 

(２) 金融費用

(単位：百万円)
 

 
前第１四半期連結累計期間

(自　2023年１月１日
至　2023年３月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自　2024年１月１日
至　2024年３月31日)

支払利息(注) 4,635 6,428

確定給付制度に係る純利息 1,113 974

為替差損 3,553 －

その他 752 3,248

合計 10,052 10,650

(注) 受取利息及び支払利息は、償却原価で測定する金融資産及び金融負債に係るものであります。
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16．非継続事業

(１) 防振ゴム事業

　当社は、2021年12月10日に、当社の防振ゴム事業(以下、対象事業)を、吸収分割(以下、本会社分割)により

当社が新たに設立する完全子会社(以下、株式会社プロスパイラ)に対して承継させ、株式会社プロスパイラに

当社グループの対象事業を集約した後、その株式会社プロスパイラの株式のすべてを、安徽中鼎控股（集团）

股份有限公司に譲渡すること(以下、「本株式譲渡」といい、本会社分割及び本株式譲渡を「本件取引」とい

います。)を決定いたしました。本件取引に関しては、2022年９月１日に完了いたしました。なお、一部の会

社については、後日個別譲渡を予定しております。

　これにより、当社、BRIDGESTONE APM COMPANY、BRIDGESTONE INDUSTRIAL PRODUCTS (THAILAND) CO., LTD.

の対象事業及び株式会社プロスパイラ、株式会社プロスパイラマニュファクチャリング、株式会社プロスパイ

ラエヌテック、PROSPIRA INDIA AUTOMOTIVE PRODUCTS PRIVATE LIMITED、PROSPIRA (THAILAND) CO., LTD.、

PROSPIRA AMERICA CORPORATION、普洛斯派(常州)汽车配件有限公司を非継続事業に分類しております。

 

①　非継続事業の損益

(単位：百万円)
 

 
前第１四半期連結累計期間

(自　2023年１月１日
至　2023年３月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自　2024年１月１日
至　2024年３月31日)

非継続事業の損益   

収益 1,427 1,601

費用(注) △1,459 △1,540

非継続事業からの税引前四半期利益又は損失（△） △32 60

法人所得税費用 △33 △73

非継続事業からの四半期利益又は損失（△） △64 △13

(注) 前第１四半期連結累計期間において、非継続事業を構成する処分グループを売却コスト控除後の公正価値で測定

したことにより認識した費用の戻し148百万円が含まれております。

当第１四半期連結累計期間において、非継続事業を構成する処分グループを売却コスト控除後の公正価値で測定

したことにより認識した損失146百万円が含まれております。

 

②　非継続事業からのキャッシュ・フロー

(単位：百万円)
 

 
前第１四半期連結累計期間

(自　2023年１月１日
至　2023年３月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自　2024年１月１日
至　2024年３月31日)

非継続事業からのキャッシュ・フロー   

営業活動によるキャッシュ・フロー △143 114

投資活動によるキャッシュ・フロー △85 △64

財務活動によるキャッシュ・フロー － －

合計 △227 50
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(２) 化成品ソリューション事業

　当社は、2021年12月10日に、当社の化成品ソリューション事業(以下、対象事業)を、吸収分割(以下、本会

社分割)により当社が新たに設立する完全子会社(以下、株式会社アーケム)に対して承継させ、株式会社アー

ケムに当社グループの対象事業を集約した後、その株式会社アーケムの株式のすべてを、エンデバー・ユナイ

テッド株式会社が組成・管理・運営するエンデバー・ユナイテッド２号投資事業有限責任組合に譲渡すること

(以下、「本株式譲渡」といい、本会社分割及び本株式譲渡を「本件取引」といいます。)を決定いたしまし

た。本件取引に関しては、2022年８月１日に完了いたしました。

　これにより、当社、BRIDGESTONE INDUSTRIAL PRODUCTS (THAILAND) CO., LTD.、ARCHEM PHILIPPINES, INC.

の対象事業及びブリヂストンケミテック株式会社、ブリヂストン化成品株式会社、株式会社アーケム、

BRIDGESTONE APM FOAMING COMPANY、BRIDGESTONE CHEMICAL PRODUCTS (M) SDN.BHD.、ARCHEM(THAILAND)CO.,

LTD.、普利司通電材(香港)有限公司、普利司通(開平)高機能制品有限公司、广州亚科迈汽车零部件有限公司、

亚科迈(武汉)汽车零部件有限公司を非継続事業に分類しております。

 

①　非継続事業の損益

(単位：百万円)
 

 
前第１四半期連結累計期間

(自　2023年１月１日
至　2023年３月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自　2024年１月１日
至　2024年３月31日)

非継続事業の損益   

収益 495 －

費用(注) △595 －

非継続事業からの税引前四半期利益又は損失（△） △99 －

法人所得税費用 3 －

非継続事業からの四半期利益又は損失（△） △97 －

(注) 前第１四半期連結累計期間において、非継続事業を構成する処分グループを売却コスト控除後の公正価値で測定

したことにより認識した損失91百万円が含まれております。

 

②　非継続事業からのキャッシュ・フロー

(単位：百万円)
 

 
前第１四半期連結累計期間

(自　2023年１月１日
至　2023年３月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自　2024年１月１日
至　2024年３月31日)

非継続事業からのキャッシュ・フロー   

営業活動によるキャッシュ・フロー △15 －

投資活動によるキャッシュ・フロー △145 －

財務活動によるキャッシュ・フロー － －

合計 △160 －
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17．１株当たり利益

(１) 基本的１株当たり四半期利益又は損失（△）

　基本的１株当たり四半期利益又は損失（△）及びその算定上の基礎は、次のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間

(自　2023年１月１日
至　2023年３月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自　2024年１月１日
至　2024年３月31日)

親会社の所有者に帰属する四半期利益(百万円) 90,499 86,602

親会社の普通株主に帰属しない四半期利益(百万円) － －

基本的１株当たり四半期利益の計算に使用する

四半期利益(百万円)
90,499 86,602

基本的１株当たり四半期利益の計算に使用する継続事業

からの四半期利益(百万円)
90,660 86,615

基本的１株当たり四半期利益の計算に使用する非継続事

業からの四半期利益又は損失（△）(百万円)
△161 △13

加重平均普通株式数(千株) 684,382 684,665

基本的１株当たり四半期利益又は損失（△）   

継続事業(円) 132.47 126.51

非継続事業(円) △0.24 △0.02

基本的１株当たり四半期利益又は損失（△）(円) 132.24 126.49

 

(２) 希薄化後１株当たり四半期利益又は損失（△）

　希薄化後１株当たり四半期利益又は損失（△）及びその算定上の基礎は、次のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間

(自　2023年１月１日
至　2023年３月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自　2024年１月１日
至　2024年３月31日)

基本的１株当たり四半期利益の計算に使用する

四半期利益(百万円)
90,499 86,602

四半期利益調整額(百万円) － －

希薄化後１株当たり四半期利益の計算に使用する

四半期利益(百万円)
90,499 86,602

希薄化後１株当たり四半期利益の計算に使用する継続事

業からの四半期利益(百万円)
90,660 86,615

希薄化後１株当たり四半期利益の計算に使用する非継続

事業からの四半期利益又は損失（△）(百万円)
△161 △13

加重平均普通株式数(千株) 684,382 684,665

普通株式増加数   

ストック・オプションによる増加(千株) 874 751

希薄化後の加重平均普通株式数(千株) 685,256 685,416

希薄化後１株当たり四半期利益又は損失（△）   

継続事業(円) 132.30 126.37

非継続事業(円) △0.24 △0.02

希薄化後１株当たり四半期利益又は損失（△）(円) 132.07 126.35
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18．公正価値測定

　金融商品の公正価値ヒエラルキーは、用いられる評価技法へのインプットに基づいて、以下の３つのレベルに

分類しております。

レベル１：活発に取引される市場の公表価格により測定された公正価値

レベル２：レベル１以外の、観察可能な価格を直接又は間接的に使用して算出された公正価値

レベル３：観察不能なインプットを含む評価技法から算出された公正価値

 

(１) 公正価値で測定される金融商品

　公正価値で測定される主な金融商品の測定方法は、以下のとおりであります。

①デリバティブ資産及びデリバティブ負債

　デリバティブ資産及びデリバティブ負債は、それぞれその他の金融資産及び金融負債に含まれ、純損益

を通じて公正価値で測定される金融資産及び金融負債に分類しております。これらは為替予約、通貨ス

ワップ及び金利スワップ等であり、主に外国為替相場や金利等の観察可能なインプットを用いたモデルに

基づき測定しております。

②短期投資

　短期投資は現金及び現金同等物に含まれ、純損益を通じて公正価値で測定される金融資産に分類してお

ります。短期投資の公正価値については、活発に取引がされている市場の公表価格を参照しており、レベ

ル１に区分しております。

③株式等

　株式等はその他の金融資産に含まれ、純損益を通じて公正価値で測定される金融資産又はその他の包括

利益を通じて公正価値で測定される金融資産に分類しております。株式については、レベル１に区分され

ているものは活発な市場で取引されている上場株式であり、取引所の市場価格によって評価しておりま

す。レベル２に区分されているものは債券であり、取引先金融機関から提示された価格等の観察可能なイ

ンプットに基づき算定しております。レベル３に区分されているものは非上場株式等であり、主として純

資産に基づく評価モデル(株式発行会社の純資産に基づき、時価評価により修正すべき事項がある場合は

修正した金額により、企業価値を測定する方法)等により測定しております。

 

　公正価値で測定される金融商品の公正価値ヒエラルキーは、以下のとおりであります。

 

前連結会計年度(2023年12月31日)

(単位：百万円)
 

 レベル１ レベル２ レベル３ 合計

デリバティブ資産 － 6,450 － 6,450

短期投資 － － － －

株式等 50,174 － 27,937 78,111

合計 50,174 6,450 27,937 84,561

デリバティブ負債 － 22,645 － 22,645

合計 － 22,645 － 22,645

 

当第１四半期連結会計期間(2024年３月31日)

(単位：百万円)
 

 レベル１ レベル２ レベル３ 合計

デリバティブ資産 － 3,115 － 3,115

短期投資 17,921 － － 17,921

株式等 65,434 3,316 29,459 98,209

合計 83,355 6,431 29,459 119,245

デリバティブ負債 － 11,840 － 11,840

合計 － 11,840 － 11,840

 

　公正価値ヒエラルキーのレベル間の振替は、振替のあった報告期間末において認識しております。なお、前

連結会計年度及び当第１四半期連結会計期間において、レベル１とレベル２の間の振替はありません。
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　前第１四半期連結累計期間及び当第１四半期連結累計期間において、レベル３のインプットを使用して経常

的に公正価値で測定される資産及び負債の期首から期末までの変動は次のとおりであります。

(単位：百万円)
 

 
前第１四半期連結累計期間

(自　2023年１月１日
至　2023年３月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自　2024年１月１日
至　2024年３月31日)

期首残高 19,251 27,937

利得及び損失合計   

純損益(注１) △62 △3

その他の包括利益(注２) △232 219

購入 27 313

売却及び回収 △6 △209

その他 132 1,202

期末残高 19,110 29,459

 

(注１) 要約四半期連結損益計算書の「金融収益」及び「金融費用」に含まれております。

(注２) 要約四半期連結包括利益計算書の「その他の包括利益を通じて測定する金融資産の公正価値の純変

動」に含まれております。

 

　レベル３に分類される金融商品は、純損益を通じて公正価値で測定される金融資産又はその他の包括利益を

通じて公正価値で測定する金融資産のうち、市場価格が入手できない金融商品であります。当該金融商品に係

る公正価値の測定は、グループ会計方針に準拠し算定しております。公正価値を算定するに際しては、イン

プットを合理的に見積り、資産の性質等から判断して最も適切な評価方法を決定しております。

 

(２) 償却原価で測定される金融商品

　償却原価で測定される主な金融商品に係る公正価値の測定方法は、以下のとおりであります。

　なお、帳簿価額が公正価値の合理的な近似値となっている金融商品及び重要性の乏しい金融商品は含めてお

りません。

　社債及び借入金

　社債の公正価値は、市場価格に基づいております。借入金の公正価値は、残存期間における元利金の合計

額を、新規に同様の借入れを行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値により算定しております。

 

(単位：百万円)

 
前連結会計年度
(2023年12月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2024年３月31日)

 帳簿価額 公正価値 帳簿価額 公正価値

償却原価で測定される金融商品     

社債及び借入金 239,789 238,181 240,855 238,285

合計 239,789 238,181 240,855 238,285
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19．コミットメント

　有形固定資産の取得に係るコミットメントは、前連結会計年度末、当第１四半期連結会計期間末においてそれ

ぞれ、118,518百万円、128,007百万円であります。

 

20．後発事象

　該当事項はありません。

 

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
 

 該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

 2024年５月13日

株式会社ブリヂストン  

取締役会　御中  

 

 有限責任 あずさ監査法人  

 東京事務所  

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 田　　中　　弘　　隆

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 丸　　田　　健 太 郎

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 中　　嶋　　　　　歩

 

監査人の結論
　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている
株式会社ブリヂストンの2024年１月１日から2024年12月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計
期間(2024年１月１日から2024年３月31日まで)及び第１四半期連結累計期間(2024年１月１日から2024年
３月31日まで)に係る要約四半期連結財務諸表、すなわち、要約四半期連結財政状態計算書、要約四半期
連結損益計算書、要約四半期連結包括利益計算書、要約四半期連結持分変動計算書、要約四半期連結
キャッシュ・フロー計算書及び要約四半期連結財務諸表注記について四半期レビューを行った。
　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の要約四半期連結財務諸表が、「四半期連結財
務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」第93条により規定された国際会計基準第34号「期中財
務報告」に準拠して、株式会社ブリヂストン及び連結子会社の2024年３月31日現在の財政状態並びに同
日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示し
ていないと信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。
 

監査人の結論の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期
レビューを行った。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「要約四半期連結財務諸表の
四半期レビューにおける監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に
関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の
責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
 

要約四半期連結財務諸表に対する経営者及び監査委員会の責任
　経営者の責任は、国際会計基準第34号「期中財務報告」に準拠して要約四半期連結財務諸表を作成し
適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない要約四半期連結財務
諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれ
る。
　要約四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき要約四半期連結財
務諸表を作成することが適切であるかどうかを評価し、国際会計基準第１号「財務諸表の表示」第４項
に基づき、継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における執行役及び取締役の職務の執行を監
視することにある。
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要約四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立
の立場から要約四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レ
ビューの過程を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他
の四半期レビュー手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認めら
れる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要
な不確実性が認められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、要約四半期連結財務諸表にお
いて、国際会計基準第１号「財務諸表の表示」第４項に基づき、適正に表示されていないと信じさせ
る事項が認められないかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認めら
れる場合は、四半期レビュー報告書において要約四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起するこ
と、又は重要な不確実性に関する要約四半期連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、要約四半
期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論
は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業
は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　要約四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、国際会計基準第34号「期中財務報告」に準拠して
いないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた要約四半期連
結財務諸表の表示、構成及び内容、並びに要約四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適
正に表示していないと信じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

・　要約四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する
証拠を入手する。監査人は、要約四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施
に関して責任がある。監査人は、単独で監査人の結論に対して責任を負う。

　監査人は、監査委員会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上
の重要な発見事項について報告を行う。
　監査人は、監査委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守した
こと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するため
の対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用し
ている場合はその内容について報告を行う。
 

利害関係
　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべ
き利害関係はない。

以　上
 
(注) １　上記の四半期レビュー報告書の原本は当社(四半期報告書提出会社)が別途保管しております。

    ２　ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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